
　最近、わが国でもインターネットの普及

を背景にデータ通信市場が急成長している

が、コンピュータ・データだけでなく、音

声（電話）や映像信号もＩＰ（インターネ

ットの通信手順）で統合しようという動き

が世界的に広がりつつある。

これまでキャリアの事業収入の大部分を

占めてきた電話サービスまでインターネッ

ト網に統合されれば、キャリアの事業構造

は大きく変わる可能性がある。世界の通信

産業は大きな転換点を迎えている。

(1)データ通信市場が急拡大

　コンピュータで処理された様々なデータ

を通信回線を通じてやり取りすることを

「データ通信」というが、このデータ通信

市場が急拡大している。

　ここ数年のＮＴＴの主要サービス別営業

収益（売上高）の伸び率をみても、電話サ

ービスが３年連続でマイナスを続ける一方、

ＩＳＤＮ（総合デジタル通信網）やデータ

伝送サービス収入が高い伸びとなっている。

　データ通信関連収益が急増しているのは、

わが国でもインターネットブームが起きた

影響が大きい。なかでもＩＳＤＮの伸びは、

大部分がインターネット需要によるものと

推測される。

　インターネットが普及するまで、データ

通信の主役は企業や研究機関などで使われ

ている大型コンピュータであったが、イン

ターネットの普及によってホームページを

閲覧したり、電子メールを送受信するなど、

個人や会社のパソコンを介した利用が主流

になってきている。

　日米間の国際通信では「データ・トラフ

ィックが電話トラフィックを超えた」とい

われるまでになっている。実際に日米間の

国際通信回線を用途別に比較すると、デー

タ専用の回線容量が約 800MBPS（一秒間

に 800 メガビットのデータが送れる速度）

まで拡張され、現在では電話専用の回線容

量（約 500MBPS）をはるかに越える状況

にある。データトラフィックの大半はイン

ターネット需要といわれている。

(2)データ通信の主流はパケット交換へ

　わが国で、ＮＴＴなど大手キャリア（通
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信事業会社）によって提供されているデー

タ通信サービスは、大別して３つに分けら

れる。

　最も信頼性が高いのが「専用線接続」で

ある。専用線はデータ交換を行うコンピュ

ータどうしを常時つなぎっぱなしにするた

め、交換機を必要とせず、安定したデータ

通信が可能である。しかし、常に回線を占

有しているので通信料金が高くなるのが難

点である。ただし、専用線の料金は定額固

定であるため、使えば使うほど単価が安く

なる。このため、常時、大量のデータをや

り取りしている金融機関などで利用されて

いる。

　これに対して、必要に応じて接続先を交

換機で選んでつなぐのが回線交換である。

回線交換は必要な時に交換機で回線を選択

してつなぐため、ネットワークの利用効率

が高くなり、その分、料金が安いが、つな

いでいる間はデータ交換を行わなくても時

間単位で料金を払う必要がある。回線交換

はパケット交換サービスが開始されるまで

は小規模のデータ交換に使われていたが、

最近では減少傾向にある。

　回線交換に代わりデータ通信サービスの

主流になっているのが、パケット通信（蓄

積交換の一種、図表－２参照）である。こ

れはデータを小さなパケット（小包）とい

う単位に区切り、宛先をつけて送る方式で

ある。それぞれのパケットには宛先が明記

してあるので、相手にバラバラに届いても

順番をそろえて元のデータに復元できるよ

うになっている（図表－２）。

　パケット通信サービスが提供される以前、

複数の拠点間で自由にデータ交換するため

には料金の高い専用線を相互に接続してメ



ッシュ状のネットワークを構築する必要が

あった。しかし、パケット通信の登場によ

ってコンピュータ通信が比較的安価に実現

できるようになった。ＩＳＤＮにパソコン

をつないでインターネットを行う場合も、

パケット方式で通信が行われている。

　最近ではデータ伝送の高速化が要求され

るようになったため、パケット交換には「フ

レームリレー」や「セルリレー」と呼ばれ

る高速メニューも用意されている。これは

専用線を構築するほどデータ量は多くない

が、専用線の常時接続と同じような感覚で

データ交換を行う場合に利用されている。

(1)通信事業者とＩＳＰとの関係

　データ通信市場が拡大しているのは、イ

ンターネットによるメールやホームページ

閲覧サービスが普及している影響が大きい

が、この２つのサービスは主にＩＳＰ（イ

ンターネット接続業者）とよばれる通信事

業者によって提供されている。

　ＩＳＰはユーザーにアクセス・ポイント

（インターネットへの接続点）を提供して

接続料金を徴収する第二種通信事業者（通

信回線を借り受けて通信サービスを提供す

る事業者）であるが、ＩＳＰどうしはキャ

リア（通信事業者）が提供する専用線によ

って結ばれている。専用線料金は定額固定

なので、インターネットによってデータト

ラフィックが増えても、回線を提供してい

るキャリアの収入はそれほど増えない仕組

みとなっている。

　また、インターネットはパケット通信の

一 種 で あ る が 、 Ｔ Ｃ Ｐ ／ Ｉ Ｐ

（ Transmission Control Protocol ／

Internet Protocol：インターネット・プロ

トコル）という標準化された通信手順を使

うため、一台数億円もするような高価な交

換機や伝送装置が不要である。その代わり、

せいぜい数百万円のルータ（経路選択機）

と呼ばれる装置を使って「インターネット

網」（専用線によって相互接続されたコン

ピュータ・ネットワーク）に接続されてい

る。

２．インターネットが変える通信産業



(2)データ通信事業の収益比率は小さい

　安価なルータによって構築された低コス

トのコンピュータ・ネットワークが、通信

産業のあり方を大きく変え、既存キャリア

（通信事業者）の収益構造にも影響を及ぼ

し始めている。

　インターネットが普及すると、キャリア

の基幹回線には大量のデータトラフィック

が流れ込んできたが、現在では電話もデー

タもデジタル信号に変換されて一緒に伝送

されるので、キャリアはインターネットの

トラフィックだけを分別することができな

い。このためインターネットの利用増を直

接収入に結びつけることが難しい。せいぜ

いＩＳＰ（インターネット接続業者）が増

加し、その分、専用線販売も増加して間接

的に収入が増える程度である。

　実際、「データ・トラフィックが急増し

ている」といっても、データ通信関連収入

がキャリアの営業収益（売上高）に占める

比率は小さい。専用線収入のほとんどをデ

ータ通信とみなした場合でも、最大手のＮ

ＴＴで２割、ＤＤＩや日本テレコムなどい

わゆるＮＣＣ（新興事業者）では１割程度

に過ぎない。利益はもっと小さく、例えば

伸びが最も大きなＩＳＤＮサービスは、需

要増に対応した設備投資負担によって各社

で赤字続きとなっている（図表－４）。

(3)通信産業にとってのインターネット

　データ通信需要が収益に結びつきにくい

のは、キャリアのビジネスモデル（商売の

しくみ）が、電話中心に成り立っているた

めである。

　電話用の課金方法（料金の収納方式）は、

基本料金と時間基準の使用料金の二本立て

で構成されているが、データ通信では従量

制（データを送った分だけ課金される方式）

が基本であるため、データ通信比率が高ま

るとキャリアの収益は増えにくくなる。こ

のため、インターネットが普及しはじめた

頃、ＡＴ＆Ｔをはじめとする世界のメガキ

ャリアは「インターネットは通信の主流に

はなり得ない」と主張し、インターネット

の拡大に反対する意向を示していた。

　しかし、インターネットで使われている

ＴＣＰ／ＩＰという通信手順が世界標準と

なったため、ホームページを見たり、メー

ルを送るだけでなく、企業内ネットワーク

を安価に構築したり、音声や動画像を効率

的に送れることがわかってきた。米国では

ＴＣＰ／ＩＰによって企業内ネットワーク

を安価に構築したり、料金の安いインター

ネット電話を提供する新興の通信事業者が

次々にあらわれ、既存キャリアの事業基盤

を脅かすようになった。大手キャリアとい

えども、インターネットに背を向けていた

のでは収益機会を失う状況になってきたの

である。

　このような事情から、90年代半ば過ぎに

はキャリアみずからＩＳＰ事業に乗り出す

ようになった。わが国ではＮＴＴが 96年末

からＯＣＮ（オープン・コンピュータ・ネ

ットワーク：ＮＴＴが提供するインターネ

ット接続サービス）を開始したのをはじめ、



日本テレコムやＤＤＩも相次いでインター

ネット接続サービスに進出している。

　これはＴＣＰ／ＩＰという汎用性の高い

通信手順が、電話を中心とした伝統的な通

信産業の事業構造を変えつつあることを示

している。

(1)既存の通信サービスはＩＰ網へ統合

　通信事業でＴＣＰ/ＩＰの利用が拡大し

ているため、通信関係者のなかには「21世

紀には全ての電気通信サービスがＴＣＰ／

ＩＰネットワークに統合される」という意

見が強くなっている。実際、コンピュータ・

データだけでなく、電話（音声）や映像な

どもＴＣＰ／ＩＰを利用して伝送するサー

ビスが次々に現れている。

　将来、すべての通信サービスがＴＣＰ／

ＩＰネットワークに統合されるかどうかは

不明だが、電話を前提に構築された既存の

ネットワークで、ＴＣＰ／ＩＰネットワー

クの経済性や効率性に対抗するのは困難で

ある。インターネット電話は、現時点では

通信品質の点で問題（切断や遅延）が残っ

ており、当面、既存の電話サービスを超え

るのは難しいとみられるが、品質問題はや

がてネットワーク技術の進歩とソフト開発

が解決すると考えられる｡

(2)国際電話への影響は特に大きい

　既存サービスのうち、ＴＣＰ／ＩＰネッ

トワークに統合される可能性が最も高いの

は、国際電話など距離と時間によって課金

されているサービスである。これらのサー

ビスはＴＣＰ/ＩＰの利用によるコスト低

減効果が大きく、よほど品質が悪くなけれ

ば、既存サービスからの代替が進むと考え

られる。このため、二国間の公衆網を接続

することで料金を得ている国際ゲートウェ

イサービス（たいていの国際電話会社）は、

ＴＣＰ/ＩＰネットワークの影響を最も直

接的に受けるとみられる。

　ただし、同じ電話でも市内電話サービス

は、ネットワーク構築に膨大な手間と時間

がかかるため、インターネット電話でもＮ

ＴＴの市内電話網に対抗するのは難しい。

可能性があるとすれば、ＣＡＴＶ網とＴＣ

Ｐ／ＩＰの組み合わせであるが、ＣＡＴＶ

網はわが国では地域的に限定されており、

既存サービスを揺るがす存在にはなり得な

いと考えられる。

　むしろ、市内網の脅威となるのは、現在

の加入電話（6,000 万）まで成長すること

が予想される移動通信網である。少なくと

も次の 10 年で最もデータ通信サービスが

普及するのは移動通信網とみられる。最近

の動きをみても、文字通信を中心に移動体

通信網を流れるデータトラフィックの伸び

は固定網を超えるほど拡大しており、移動

体キャリアによるデータ通信サービスも充

実著しい。移動通信網でもＴＣＰ／ＩＰに

よるトラフィクの統合が進むのは時間の問

題といえよう。

(3)ＩＰにより電子商取引が加速化

　企業内外の通信ネットワーク（イントラ

ネットやエクストラネット）は、将来、キ

ャリアの事業収益の主要部分を占めるとみ

られる重要な市場であるが、この部分はＴ

ＣＰ／ＩＰの独壇場になる可能性が高い。

そうなれば、既存のデータ通信サービスは

３．ＴＣＰ／ＩＰネットワークの影響と将来性



一部の限られたヘビーユーザーだけを対象

とする時代がくることも十分に考えられる。

　この分野で特に注目されるのは、電子商

取引（ＥＣ）である。電子商取引は、イン

ターネットで通信販売をすることと同じに

考えられがちだが、通信産業の視点からみ

ると、取引・決済データが専用線から一般

公衆回線へ分散することを意味している。

現在、商取引の決済データは金融機関と企

業を結ぶ膨大な専用線で管理されているが、

ＴＣＰ／ＩＰによって、顧客と企業（販売

者）がインターネット上で直接決済データ

をやり取りするようになれば、ネットワー

クを流れるトラフィックが大きく変化し、

キャリアの収益構造にも影響を及ぼす可能

性がある。

　ＴＣＰ／ＩＰによるデータ交換は汎用性

が高い反面、データの改ざんや悪用なども

行いやすく、従来から安全性の問題が指摘

されてきた。しかし、最近ではルータによ

るフィルタリング（異質データのろ過機能）

や暗号化技術の進歩によって、専用線と同

等の安全性が確保できるまでに改善されて

いる。このため電子商取引については、金

融機関だけでなく通信会社や流通業者まで

参入して取引データの標準化競争が展開さ

れている。ＴＣＰ／ＩＰネットワークは、

通信産業だけでなく、金融や流通など関連

産業への影響も大きいといえよう。

(4)国際アライアンスが激変

　90年代前半、電気通信業界では先進各国

の通信市場の自由化が最大の課題であり、

自由化をにらんでメガキャリア（巨大通信

会社）による国際アライアンス（国際提携）

が活発化した。アライアンスの主要な狙い

は、それぞれの専用回線を相互接続して、

収益性の高い多国籍企業向けにシームレス

な国際通信サービスを提供することにあっ

た。しかし、技術革新はＴＣＰ／ＩＰネッ

トワークによる格安の通信サービスを生み

だした。米国のワールドコムやクエスト、

レベル３などの新興事業者はＴＣＰ/ＩＰ

によって構築した低コストネットワークを

武器に、大口の法人ユーザーを次々に獲得

して、ＡＴ＆Ｔのようなメガキャリアの収

益基盤を侵食するようになった。国際アラ

イアンスだけでは限界があることが明らか

になってきた。

　98年７月、それまで大西洋をはさんで激

しい競争を展開してきたＡＴ＆Ｔ（米国）

とＢＴ（英国）が、突然、合弁会社設立を

発表した。この合弁会社には両社の国際通

信部門(売上規模約 80億ドル)をそっくり移

管して、基幹回線はＴＣＰ/ＩＰベースで再

構築する計画であるという。両社が主要業

務を分離して共同事業を行わざるを得なか

った背景には、ＴＣＰ／ＩＰネットワーク

で基幹網を再構築しなければ国際通信市場

で生き残れないという強い危機感があった

ものとみられる。ＡＴ＆ＴとＢＴの国際通

信部門の統合によって 90 年代前半に成立

した国際アライアンスは大きく変質した。

　同様のことは日本でも起こりつつある。

既にＩＩＪ(インターネット･イニシアティ

ブ)、トヨタ自動車、ソニーの３社が共同で

データ通信会社を設立し、ＴＣＰ/ＩＰベー

スのデータ通信サービスに参入する意向を

明らかにしている。一方、大手キャリアの

一角である日本テレコムも 2000 年以降、

国内の基幹網をＴＣＰ/ＩＰベースで再構

築することを発表した。また、ＮＴＴも 99

年からインターネット電話サービスを開始



することを表明している。

　ＴＣＰ/ＩＰネットワークの経済性は、こ

れまで通信会社が独占してきた通信サービ

スを一般の事業会社へも開放する動きを加

速している。同時に、100 年間続いたキャ

リアの事業構造をも変革しようとしている。
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